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（Office of Civil Defense）職員を通じて入手し、その内容から分析を行った。調査対象地の両市の規模、及び
トゥビゴン市の 3 つのバランガイとバゴ市の 1 つのバランガイの概要は、表 1 の通りである。 
 
 
表 1 調査対象地（トゥビゴン市・ボゴ市）の概要と各バランガイの特徴 
 
 面積 人口 世帯数 バランガイ数 
トゥビゴン市 75.56km2 45,893 人 10,356 戸 34 
バゴ市 371.80km2 170,981 人 39,949 戸 24 
 
  人口 特徴 
バランガイ A 2,533 人 Tubigon 市の中心地に隣接する住宅地 
バランガイ B 655 人 山間部で中心地へのアクセスが悪い 
バランガイ C 2,230 人 沿岸部の漁業、農業（稲作）地域 
バランガイ D 11,224 人 市庁舎などがある市の中心部 
（出所）筆者作成 
















2. (1) バランガイの機能 
 バランガイとは、フィリピン地方政府法に定めのある最少単位の行政機関である。同法の規定によると、
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バランガイは 2 千人から 5 千人程度の人口を有する行政単位であり、その構成員はバランガイの区域内に居










図 1 バランガイの組織構造 





































































































3. (1) 現行法制下におけるフィリピンの防災政策 
 2010 年に、現在のフィリピン防災政策の基本法ともいえる共和国法 10121 号が制定され、これに基づいて





 最初に、5 条にて国家災害リスク削減・管理委員会（National Disaster Risk Reduction and Management Council 
以下、NDRRMC）の設立が定められた。これは、以前の NDCC が構成員とその機能を拡大させたもので、
国家防災体制の中核を担う機関である。構成員は、議長を国防省（Department of National Defense 以下、DND）
大臣が務め、副議長に内務自治省（Department of Interior and Local Government 以下、DILG）・社会福祉開
発省（Department of Social Welfare and Development 以下、DSWD）・科学技術省（Department of Science and 






4 名の大臣を置く。その他、国防省民間防衛局（Office of Civil Defense 以下、OCD）や各省庁等政府機関、
地方自治体連合、赤十字、警察等に加え、CSO、民間団体などの代表 39 名が委員となる。NDRRMC は政策
策定や各関係機関に対し調整・指導・監督を行うべく 17 項目の権限が与えられ、緊急事態時の施設・装備、
さらに救援部隊等人材の動員を要請することができる。 
 次に 8 条では、OCD の、国家防災体制における位置や権限等について規定されている。OCD は、国民防
衛を管轄する組織として、災害リスク削減・管理事業に関する主導的な役割を担うものとされ、OCD 局長は





 そして、11 条に地方災害リスク削減・管理委員会（Local Disaster Risk Reduction and Management Councils 
以下、LDRRMCs）について規定されている。同条では、州・市町村レベルにおいて災害リスク削減・管理
委員会を組織することを義務付けている。バランガイでも、バランガイ災害リスク削減・管理委員会（Barangay 
Disaster Risk Reduction and Management Committee 以下、BDRRMC）の組織化を義務付けており、BDRRMC
はバランガイ開発委員会（Barangay Development Council 以下、BDC）の下部組織として位置付けられてい
る。 





必要に応じて委員会を開催することの 4 つがある。これらの各レベルにおける LDRRMCs は、災害リスク削
減・管理の政策と活動を草の根レベルまで行き渡らせるための組織的ネットワークを構築している（OCD 
2016 p.12)。 
 加えて、12 条では LDRRMCs の事務局として、地方災害リスク削減・管理室（Local Disaster Risk Reduction 
and Management Offices 以下、LDRRMOs）をバランガイ以外の各地方レベルで設立することを求めている。
LDRRMOs も、地方行政の首長の下に設置され、管轄地域内での災害リスク削減・管理活動の方針決定や展












図 3 国家災害リスク削減・管理体制 
（出所）災害リスク削減・管理法（共和国法 10121 号）を参照の上、筆者作成 
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最後に、21 条が地方の災害リスク削減・管理活動のための予算確保に関する規定である。これによると、
地方災害リスク削減・管理基金（Local Disaster Risk Reduction and Management Fund 以下、LDRRMF）は年
間歳入の 5%以上が割り当てられ、防災訓練や人材育成、災害備蓄、災害時の必要経費や保険費等に使われ
ることを意図している。LDRRMCs は LDRRMF の支出を監視し、各レベルの災害リスク削減・管理計画に基
づく支出であるか、さらには同計画がこれを包含する開発計画や行政計画、予算計画に沿ったものであるか
を監督する役割を担っている。なお、LDRRMF は 70％が災害事前準備、30%が災害時の初動対応や復旧作業










3. (3) a) トゥビゴン市における災害リスク削減・管理体制整備の状況 
 トゥビゴン市の市町村災害リスク削減・管理計画（Municipal Disaster Risk Reduction and Management Plan 
以下、MDRRMP）は、2013 年 10 月に発生したボホール地震発生後間もなく、2014 年にボホール州政府とと
もに国連開発計画（United Nations Development Program 以下、UNDP）の支援のもとで作成された。策定の
手法は、図 6 に示すワークショップの流れの通りである。トゥビゴン市の MDRRMP 作成ワークショップに








 計画の内容は、2014 年から 2016 年の 3 年間の計画で、国・州の計画と同様、災害マネジメントサイクル
（外務省 2015）の基本的枠組みとなる「防止・減災」「事前準備」「緊急対応」「復旧・復興」という 4 つの
フェーズに則って目標や活動などが決められている。ボホール州の州災害リスク削減・管理計画（Provincial 









図 4 MDRRMP 策定ワークショップの流れ 


















表 2 ボホール州/トゥビゴン市における PDRRMP/MDRRMP 目次の各項目 
 
（注）灰色網かけ・太字欄は大項目、その他は小項目 






表 3 MDRRMP に策定された目標（Objective）と計画、事業、活動（Activity） 
 
（注）【※目標】は「Municipal Objectives for each pillar」(p.37)には記載がないが、「DRRM 
Comprehensive and Detailed Plan of Action 2014-2016」(pp.40-45)に追加されている目標。 
（出所）Municipality of Tubigon (2014) Tubigon DRRMP を参照の上、筆者作成 
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なお、この MDRRMP は、前述の通りトゥビゴン市の LDRRMF 支出の根拠となるものである。トゥビゴン












表 4 LDRRMF の予算支出計画（2016 年） 
 
（出所）Municipality of Tubigon (2015) Priority Development Projects (Funded by the 5% LDRRMF 




   の作成 
3: 非常用設備や用具の装備 
4: 情報伝達・コミュニケーションツー 






図 5 LDRRMF の予算支出計画の項目別内訳（2016 年） 
（出所）表 4 参照の上、筆者作成 
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一方、MDRRMP が策定されたトゥビゴン市であるが、この計画実施において中心的な役割を果たすべき
組織として市町村災害リスク削減・管理委員会（Municipal Disaster Risk Reduction and Management Council 以
下、MDRRMC）と並ぶ存在である市災害リスク削減・管理室（Municipal Disaster Risk Reduction and Management 
Office 以下、MDRRMO）の設立には、まだ課題が残されている。 














る 3 名の職員が必要であるが、トゥビゴン市の MDRRMO の人員体制は、人件費の捻出が困難であるため現
在のところは正規雇用の室長を除く非正規雇用職員 2 名であるとのことであった。また、現在の MDRRMO






3. (3) b) バランガイレベルにおける災害リスク削減・管理体制整備の状況 
 次に、バランガイレベルでの計画策定状況を見てみると、調査対象地のトゥビゴン市内ではいずれのバラ
ンガイでもバランガイ災害リスク削減・管理計画（Barangay Disaster Risk Reduction and Management Plan 以
下、BDRRMP）が完成していなかった。（2016 年 6 月当時）バランガイ B のみ、トゥビゴン市の協力の下で、
策定の途中段階にあるということであったが、MDDRMC メンバーによると、バランガイ B はアクセスの悪
い遠隔地に位置するため、他のバランガイに比べて意識的に市の支援が手厚くなるとのことであった。なお、










表 5 トゥビゴン市における MDRRMO 人件費・管理費・設備投資の予算内訳（2015・2016 年） 
 
（出所）Municipality of Tubigon (2015) Programmed Appropriation and Obligation by Object 




例として、ネグロス・オキシデンタル州バゴ市にあるバランガイ D の BDRRMP を取り上げたい。 
 最初に、バゴ市及びバランガイ D について述べる。バゴ市は、ネグロス島中北部に位置している都市で、
人口 170,981 人、世帯数 39,949 とトゥビゴン市に比べて約 4 倍の人口規模を誇る（Philippine Statistic Authority 
2015）。また、過去には「Gawad KARASAG」でバゴ市 DCC の活動が表彰された経歴も有しており、国の防
災政策においては、模範ともいえる市町村の一つである。その中でも、バランガイ D は、バゴ市の市庁舎な
ども位置している市内の中心となるバランガイで、人口は 11,224 人と、インタビュー調査の対象地であるバ
ランガイ A、B、C に比べ、こちらもかなり多い（Philippine Statistic Authority 2015）。また、防災体制の整備
状況は、バランガイ長を長として BDRRMC が組織されており、現在はバランガイレベルの LDRRMO と緊急
対策センター（Emergency Operation Center 以下、EOC）の設立に取り組んでいる。 
 このように、バランガイ D では防災体制整備を進めつつ、BDRRMP を完成させた。この計画は、全 13 ペ






 計画内容の概要は、バランガイ D でリスクが認識されている災害として、洪水・台風・火災の 3 つが挙げ
られており、域内で特にインフラの整備が必要な 3 カ所を認定している。 
 そして、上位機関の計画と同様、災害マネジメントサイクルの 4 つのフェーズに沿って目的と計画、事業、
活動が決められており（表 7 参照）、EOC の業務については、市の EOC 業務に沿って始動から撤退までの手
順が示されている。 
表 6 バランガイ D の BDRRMP 記載内容の項目 
 







表 7 バランガイ D の BDRRMP に策定された目標（Objective）と計画、事業、活動（Activity） 
 
 
（出所）Barangay Poblacion BDRRMC (2016) BDRRMP を参照の上、筆者作成 
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活動について回答を得た。なお、ボホール地震とは、2013 年 10 月 15 日午前 8 時 12 分に発生したボホール
島中部サグバヤン南西 4 ㎞・カルメン付近、深さ約 19 ㎞を震源とするマグニチュード 7.2 の地震で、死者
227 人、負傷者 976 人を出し、また 78,000 棟以上の建物が倒壊・一部損壊するなどの被害を出した（NDRRMC 
2013）。調査対象地である Tubigon 市では、死者 11 名、負傷者 100 名、倒壊建物は 6,821 棟で内 1,159 棟が全
壊したと報告されている（Municipality of Tubigon 2014 p.16）。 




 まず、1 点目について、バランガイ A とバランガイ C では、地震後の津波を警戒して海と逆の方向に避難
するという住民の自主的な行動が取られた。実際には、地震発生後、津波は襲来せず、もちろんこれによる
被害も発生していない。バランガイ A では、地震の後の津波発生リスクを理解していない人も、率先避難者 
に促されるようにして避難したといい、バランガイ C では地域で何人かが「地震発生後、海面が下がってき
たら津波発生のサインである」という現象を知っており、周りを巻き込みながら避難したということであっ
表 8 バランガイ D LDRRMF の予算支出計画（2016 年） 
 
 








































 そして、バランガイ C では、実際にそうした教育プログラムで得た知識を採用して、バランガイでの防災
活動を展開している。 
 具体的には、バランガイ C のバランガイ長が主導して、「Jump Bag」といういわゆる緊急持ち出し袋の備
えを呼びかけている。詳しい内容としては、子どもから大人までバランガイ住民全員が、各人で「自分にと
























5. (1) ボトムアップアプローチの必要性 
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Study of Capacity Development for Disaster Risk Reduction through 




   Disaster Risk Reduction and Management system has been formulated in Philippines since the Republic Act of 
10121 was enacted in 2010. However, there is a gap on the progress among each local governmental unit (LGU), 
especially at “Barangay”, the minimum LGU and somewhat having characteristic of community association, 
because of the population scale and etc. In the other hand, the research shows some good practices like proper disaster 
response by using existing systems and efforts for DRR conducted in Barangay despite the contents of its DRRM plan 
is not sufficient yet. 
In conclusion, the bottom-up approach should be adopted to develop the Philippines DRRM system at barangay 
level. 
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